
令和６年茂原市教育委員会会議２月定例会日程 

 

日時：令和６年２月１３日（火）１３時１５分～ 

場所：茂原市役所９階９０１・９０２会議室 

 

１ 開会宣言 

 

２ 会議録署名人の指名 

 

３ 会議事項 

（議決事項） 

議案第１号 茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する

規則の制定について 

  議案第２号 令和６年度教科用図書長生採択地区協議会規約の制定の承認について 

 

（報告事項） 

  １ 令和５年度３月補正予算について 

  ２ 令和６年度教育部当初予算について 

  ３ 茂原市青少年問題協議会委員の任命の報告について 

４ 行事の共催、後援及び協賛について 

５ 令和６年茂原市教育委員会会議３月臨時会、３月定例会及び４月定例会の日程に

ついて 

６ その他 

 

４ 閉会宣言 



議案第１号 

 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則

の制定について 

 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則を次のよう

に制定する。 

 

 

令和６年２月１３日提出 

 

茂原市教育長  内 田 達 也   

 

 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則 

 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則（令和元年茂原市教育委員会規則

第２号）の一部を次のように改正する。 

第２条見出し中「対象」の次に「及び申込等」を加え、同条に次の５項を加える。 

３ 児童及び生徒の保護者は、給食の提供を申し込もうとするときは、茂原市学校給食申

込書（別記第１号様式。以下「申込書」という。）を、教育委員会を経由して、市長に

提出するものとする。 

４ 前項に規定する給食の提供を申し込んだ者（以下「申込者」という。）は、申込書の

記載事項に変更が生じたときは、茂原市学校給食申込事項変更申出書（別記第２号様式）

により、教育委員会を経由して、市長に申し出るものとする。 

５ 申込者は、長期欠席その他の理由により連続して５日以上（茂原市の休日に関する条

例（平成元年茂原市条例第16号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く。）

学校給食の全ての提供若しくは飲用の牛乳又は飲用の牛乳以外の学校給食の全ての提供

が不要又は変更となる場合は、学校給食の提供の停止又は変更を希望する日の５日前ま

で（休日を除く。）に、茂原市学校給食の停止・変更・再開申出書（別記第３号様式。



以下「申出書」という。）により、教育委員会を経由して、市長に申し出るものとする。 

６ 前項の規定により停止又は変更の申出をした者は、学校給食の再開又は変更をしよう

とするときは、学校給食の提供の再開又は変更を希望する日の５日前まで（休日を除

く。）に、申出書により、教育委員会を経由して、市長に申し出るものとする。 

７ 第３項に規定する申込書が提出されていない児童及び生徒が喫食したときは、当該児

童及び生徒の保護者は、同項の規定により給食の提供の申込みをしたものとみなす。 

第８条第２項の表中「２９０円」を「３００円」に、「３４０円」を「３５０円」に改

める。 

第９条第１項中「規定する」の次に「小学校児童及び中学校生徒の」を、「するとき

は、」の次に「茂原市」を加える。 

第１２条第３項中「第１号」を「第４号」に改め、同条第４項中「第２号」を「第５号」

に改め、同条第５項中「第３号」を「第６号」に改め、同条第６項中「第４号」を「第７

号」に、「第５号」を「第８号」に改める。 

別記第５号様式を別記第８号様式とし、別記第１号様式から別記第４号様式までを３様

式ずつ繰り下げ、附則の次に次の３様式を加える。 

  



  



 

 

 



 

  



附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第８条第２項の改正規定は、令和６年

４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の様式

の規定に基づき作成されている用紙は、この規則の規定にかかわらず、当分の間、こ

れを使用することができる。 

 

 

提案理由  本案は、学校給食の申込や、給食の停止等について、様式等を規定し、

保護者等が申込書等を提出することで、給食提供数の把握や、児童生徒ご

との長期欠席による給食停止等を的確に把握し、また給食費の滞納に関し

て適切な対応を図るため、所要の改正をするものです。 

      また、学校給食食材の価格高騰に伴い、小中学校の教員及び小中学校の給

食の提供を受ける者の給食費について、増額する改正をするものです。 



 

議案第１号参考資料 

茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 現 行 

（給食の対象及び申込等） （給食の対象） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 児童及び生徒の保護者は、給食の提供を申し込もうとするときは、茂原

市学校給食申込書（別記第１号様式。以下「申込書」という。）を、教育

委員会を経由して、市長に提出するものとする。 

 

４ 前項に規定する給食の提供を申し込んだ者（以下「申込者」という。）

は、申込書の記載事項に変更が生じたときは、茂原市学校給食申込事項変

更申出書（別記第２号様式）により、教育委員会を経由して、市長に申し

出るものとする。 

 

５ 申込者は、長期欠席その他の理由により連続して５日以上（茂原市の休

日に関する条例（平成元年茂原市条例第16号）に規定する休日（以下「休

日」という。）を除く。）学校給食の全ての提供若しくは飲用の牛乳又は

飲用の牛乳以外の学校給食の全ての提供が不要又は変更となる場合は、学

校給食の提供の停止又は変更を希望する日の５日前まで（休日を除く。）

に、茂原市学校給食の停止・変更・再開申出書（別紙第３号様式。以下

「申出書」という。）により、教育委員会を経由して、市長に申し出るも

のとする。 

 

６ 前項の規定により停止又は変更の申出をした者は、学校給食の再開又は

変更をしようとするときは、学校給食の提供の再開又は変更を希望する日

の５日前まで（休日を除く。）に、申出書により、教育委員会を経由し

て、市長に申し出るものとする。 

 

７ 第３項に規定する申込書が提出されていない児童及び生徒が喫食したと

きは、当該児童及び生徒の保護者は、同項の規定により給食の提供の申込

 



 

改正後 現 行 

みをしたものとみなす。 

（給食費） （給食費） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 給食費の額は、次のとおりとする。 ２ 給食費の額は、次のとおりとする。 

区分 １食当たりの給食費の額 

（略） 

小学校職員及び小学校の給食の提供を受ける

者 

300円 

中学校職員及び中学校の給食の提供を受ける

者 

350円 

 

区分 １食当たりの給食費の額 

（略） 

小学校職員及び小学校の給食の提供を受ける

者 

290円 

中学校職員及び中学校の給食の提供を受ける

者 

340円 

 

３・４ （略） 

 

３・４ （略） 

 

（給食費の変更） （給食費の変更） 

第９条 茂原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、前条第２項

に規定する小学校児童及び中学校生徒の給食費の額を変更するときは、茂

原市学校給食運営会議の意見を聴くものとする。 

第９条 茂原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、前条第２項

に規定する給食費の額を変更するときは、学校給食運営会議の意見を聴く

ものとする。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（給食費の減免） （給食費の減免） 

第12条 （略） 第12条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 減免を受けようとする学校給食費負担者は、第３子以降給食費減免申請

書（別記第４号様式）を教育委員会に提出しなければならない。 

３ 減免を受けようとする学校給食費負担者は、第３子以降給食費減免申請

書（別記第１号様式）を教育委員会に提出しなければならない。 

４ 教育委員会は、前項の規定による申請があった場合は、その可否を決定 ４ 教育委員会は、前項の規定による申請があった場合は、その可否を決定



 

改正後 現 行 

し、給食費減免決定通知書（別記第５号様式）により、当該申請者に通知

するものとする。 

し、給食費減免決定通知書（別記第２号様式）により、当該申請者に通知

するものとする。 

５ 前項の規定により減免の決定を受けた学校給食費負担者は、第３項の規

定により提出した申請書に記載した事項に変更が生じたときは、給食費減

免状況変更届（別記第６号様式）を速やかに教育委員会に提出しなければ

ならない。 

５ 前項の規定により減免の決定を受けた学校給食費負担者は、第３項の規

定により提出した申請書に記載した事項に変更が生じたときは、給食費減

免状況変更届（別記第３号様式）を速やかに教育委員会に提出しなければ

ならない。 

６ 教育委員会は、第４項の規定により減免の決定を受けた学校給食費負担

者が次の各号のいずれかに該当するときは、減免の決定の全部若しくは一

部を取り消し、又はその決定の内容を変更し、給食費減免取消決定通知書

（別記第７号様式）又は給食費減免変更決定通知書（別記第８号様式）に

より当該学校給食費負担者に通知するものとする。 

６ 教育委員会は、第４項の規定により減免の決定を受けた学校給食費負担

者が次の各号のいずれかに該当するときは、減免の決定の全部若しくは一

部を取り消し、又はその決定の内容を変更し、給食費減免取消決定通知書

（別記第４号様式）又は給食費減免変更決定通知書（別記第５号様式）に

より当該学校給食費負担者に通知するものとする。 

(１)・(２) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)・(２) （略） 

 



 

改正後 現 行 

別記第１号様式（第２条第３項） （新規） 

 

 

  

 



 

改正後 現 行 

第２号様式（第２条第４項） （新規） 

 

 



 

改正後 現 行 

第３号様式（第２条第５項） （新規） 

 

 

 

(１)・(２) （略）  



 

改正後 現 行 

第４号様式（第12条第３項） 別記第１号様式（第12条第３項） 

第５号様式（第12条第４項） 第２号様式（第12条第４項） 

第６号様式（第12条第５項） 第３号様式（第12条第５項） 

第７号様式（第12条第６項） 第４号様式（第12条第６項） 

第８号様式（第12条第６項） 第５号様式（第12条第６項） 

  

   附 則（令和６年〇月〇日茂原市教育委員会規則第〇号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第８条第２項の改正規定は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に茂原市学校給食センターの管理及び運営に関する規則の様式の規定に基づき作成されている用紙は、この規則の規定にかかわら

ず、当分の間、これを使用することができる。 

 



 

議案第２号 

 

令和６年度教科用図書長生採択地区協議会規約の制定の承認について 

 

令和６年度教科用図書長生採択地区協議会規約を次のように制定することを承認する。 

 

 

令和６年２月１３日提出 

 

             茂原市教育長  内 田 達 也         

 

令和６年度教科用図書長生採択地区協議会規約 

（目 的） 

第１条 教科用図書長生採択地区協議会（以下「協議会」という。）は、義務教育諸学

校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和38年法律第182号）第１３条第４項の

規定に基づき、長生採択地区内の市町村立の小学校及び中学校において使用する教

科用図書の採択について協議等を行うことを目的とする。 

（協議会の構成市町村の教育委員会） 

第２条 協議会は、次に掲げる市町村の教育委員会（以下「関係市町村教育委員会」と

いう。）で構成する。 

（１） 茂原市教育委員会 

（２） 一宮町教育委員会 

（３） 白子町教育委員会 

（４） 長柄町教育委員会 

（５） 長南町教育委員会 

（６） 睦沢町教育委員会 

（７） 長生村教育委員会 

（協議会の組織等） 

第３条 協議会の委員は２２名以内とし、その選出区分及び人数は次のとおりとする。 

（１） 関係市町村教育委員会の教育長 ７名 

（２） 関係市町村教育委員会ごとに、当該教育委員の中から１名ずつ選出された委    



 

   員 ７名 

（３） 関係市町村教育委員会が選出した校長、教員及び保護者 ８名以内 

２ 前項第３号の委員は、協議会規約の実施細目で定める。 

３ 委員の任期は、１年以内とし、教科用図書が採択されたときは解任されるものとす 

る。ただし、再任を妨げない。 

４ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 選出された委員から、教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者等に該当しな 

い旨の誓約書を徴する。 

（協議会の事務） 

第４条 協議会は、関係市町村教育委員会が行う教科用図書の採択に関して協議し、連

絡調整を行うとともに、関係市町村教育委員会へ協議事項等の報告及び採択について

の通知をするものとする。 

（会 長） 

第５条 協議会に会長を置き、会長は委員の互選による。 

２ 会長は、協議会の事務を統括し、協議会を代表する。 

（職務代行） 

第６条 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員

が会長の職務を代行する。ただし、指定した委員がいない場合は、委員の互選により、

職務を代行する者を決定する。 

（専門調査委員会の設置及び職務等） 

第７条 協議会に教科用図書の種目ごとに専門調査委員会を置き、専門調査委員会委員

の定数は、専門調査委員会ごとに３名以内とする。ただし、会長が必要と認める場合

は、この限りでない。 

２ 前項に規定する専門調査委員会委員は、教科用図書の採択に直接の利害関係を有し

ない者等の中から関係市町村教育委員会の推薦に基づき、協議会の承認を経て、会長

が委嘱する。この場合において、被推薦者から教科用図書の採択に直接の利害関係を

有する者等に該当しない旨の誓約書を徴する。 

３ 専門調査委員会ごとに委員長を置き、委員長は、委員の互選とする。 

４ 専門調査委員会委員は、会長の命により教科用図書に関する専門的事項を調査研究

し、専門調査委員会委員長は、その結果を会長に報告しなければならない。 

５ 専門調査委員会委員の任期は、第２項の規定による委嘱の日から前項の規定による



 

報告の日までとする。 

（事務局及び職員） 

第８条 協議会の事務局は、会長の指定する市町村教育委員会事務局内に置く。 

２ 事務局に事務局長その他必要な職員を置くことができる。 

３ 前項に規定する職員は、会長が指名する。 

（会議の招集） 

第９条 協議会の会議は、会長がこれを招集する。ただし、会長が選任されるまでの間

に行われる会議にあたっては、事務局がこれを招集する。 

（会議の運営等） 

第１０条 協議会の会議は、委員の過半数かつ会長及び会長が所属する教育委員会を除

く関係市町村教育委員会に所属する委員それぞれ１名以上が出席しなければ、開くこ

とができない。 

２ 会長は、協議会の会議の議長となる。 

３ 協議会の会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、協議会の会議で定める。 

（教科用図書の選定の方法） 

第１１条 教科用図書の選定は、第７条第４項に規定する報告及び千葉県教育委員会が

作成した選定資料を参酌し、協議会の会議において協議し、出席委員全員の一致に

よって決する。 

２ 前項の協議が調わない種目があるときは、委員は、当該種目についてそれぞれ選定

すべきと考える教科用図書に投票を行い、過半数の投票を得た教科用図書を選定す

る。 

３ 前項の場合において、過半数の投票を得た教科用図書がないときは、最多数の投票

を得た２種類の教科用図書について投票を行い、多数を得た教科用図書を選定する。 

４ 前項の場合において、投票を行うべき２種類の教科用図書及び選定する教科用図書

を定めるに当たり得票数が同じときは、協議の経過を勘案し、議長がこれを決する。 

（経 費） 

第１２条 協議会の事務の執行に要する費用は、関係市町村教育委員会が負担する。 

附 則 

この規約は、令和６年４月１日から施行する。 

  



 

「教科用図書長生採択地区協議会規約」の実施細目 

 

第１条 教科用図書長生採択地区協議会規約第３条第２項の規定により定める委員の被

選出者及び選出する教育委員会は、次のとおりとする。 

（１）校長、教員及び保護者 

被 選 出 者 選出する教育委員会 

長生郡市校長会会長の職にある者 

被選出者の在籍する小中学校の所在す

る市町村教育委員会 

長生教育研究会会長の職にある者 

長生教育研究会副会長の職にある教頭 

長生教育研究会事務局長の職にある者 

長生郡茂原市ＰＴＡ連合会の代表者 被選出者の居住する市町村教育委員会 

附 則 

 この実施細目は、令和６年４月１日から施行する。 

 

提案理由  令和７年度に使用する教科用図書の採択にあたり、長生郡市の７市町村

教育委員会が教科用図書長生採択地区協議会を設置して協議することにつ

いて、各市町村教育委員会会議の議決を経て対応する必要があるため、教

科用図書長生採択地区協議会規約の制定を承認するものです。 



 

議案第２号 参考資料 

教科用図書長生採択地区協議会規約の新旧対照表 

 

改正後 現 行 

 

令和６年度教科用図書長生採択地区協議会規約 

（目 的） 

第１条 教科用図書長生採択地区協議会（以下「協議会」という。）は、義

務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和38年法律第182

号）第１３条第４項の規定に基づき、長生採択地区内の市町村立の小学校

及び中学校において使用する教科用図書の採択について協議等を行うこと

を目的とする。 

（協議会の構成市町村の教育委員会） 

第２条 協議会は、次に掲げる市町村の教育委員会（以下「関係市町村教育

委員会」という。）で構成する。 

（１） 茂原市教育委員会 

（２） 一宮町教育委員会 

（３） 白子町教育委員会 

（４） 長柄町教育委員会 

（５） 長南町教育委員会 

（６） 睦沢町教育委員会 

（７） 長生村教育委員会 

 

令和５年度度教科用図書長生採択地区協議会規約 

（目 的） 

第１条 この採択地区協議会（以下「協議会」という。）は、義務教育諸学

校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和38年法律第182号）第１３

条第４項の規定に基づき、長生採択地区内の市町村立の小学校及び中学校

において使用する教科用図書の採択について協議を行うことを目的とす

る。 

（名 称） 

第２条 協議会は、教科用図書長生採択地区協議会という。 

（協議会を設ける市町村の教育委員会） 

第３条 協議会は、次に掲げる市町村の教育委員会（以下「関係市町村教育

委員会」という。）が、これを設ける。 

（１）茂原市教育委員会 

（２）一宮町教育委員会 

（３）白子町教育委員会 

（４）長柄町教育委員会 

（５）長南町教育委員会 



 

改正後 現 行 

（協議会の組織等） 

第３条 協議会の委員は２２名以内とし、その選出区分及び人数は次のとお

りとする。 

（１） 関係市町村教育委員会の教育長 ７名 

（２） 関係市町村教育委員会ごとに、当該教育委員の中から１名ずつ選

出された委員 ７名 

（３） 関係市町村教育委員会が選出した校長、教員及び保護者 ８名以

内 

２ 前項第３号の委員は、協議会規約の実施細目で定める。 

３ 委員の任期は、１年以内とし、教科用図書が採択されたときは解任され

るものとする。ただし、再任を妨げない。 

４ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 選出された委員から、教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者等

に該当しない旨の誓約書を徴する。 

（協議会の事務） 

第４条 協議会は、関係市町村教育委員会が行う教科用図書の採択に関して

協議し、連絡調整を行うとともに、関係市町村教育委員会へ協議事項等の

報告及び採択についての通知をするものとする。 

（会 長） 

第５条 協議会に会長を置き、会長は委員の互選による。 

（６）睦沢町教育委員会 

（７）長生村教育委員会 

（協議会の組織等） 

第４条 協議会委員は２２名以内とし、その選出区分ごとの人員は次のとお

りとする。 

（１）関係市町村教育委員会の教育長 ７名 

（２）関係市町村教育委員会ごとに、当該教育委員の中から１名ずつ選出さ

れた委員 ７名 

（３）関係市町村教育委員会が選出した校長・教員、保護者及び有識者 ８

名以内 

２ 前項第３号の委員は、協議会規約の実施細目で定める。 

３ 委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、その任期が満了した場合、後任が選任されるまでの間、その職

務を行うものとする。 

６ 選出された委員から、｢教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者

等｣に該当しない旨の誓約書を徴する。 

（協議会の事務） 

第５条 協議会は、関係市町村教育委員会が行う教科用図書の採択に関し協

議し、連絡調整を行うとともに、協議事項について関係市町村教育委員会



 

改正後 現 行 

２ 会長は、協議会の事務を統括し、協議会を代表する。 

（職務代行） 

第６条 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指

定した委員が会長の職務を代行する。ただし、指定した委員がいない場合

は、委員の互選により、職務を代行する者を決定する。 

（専門調査委員会の設置及び職務等） 

第７条 協議会に教科用図書の種目ごとに専門調査委員会を置き、専門調査

委員会委員の定数は、専門調査委員会ごとに３名以内とする。ただし、会

長が必要と認める場合は、この限りでない。 

２ 前項に規定する専門調査委員会委員は、教科用図書の採択に直接の利害

関係を有しない者等の中から関係市町村教育委員会の推薦に基づき、協議

会の承認を経て、会長が委嘱する。この場合において、被推薦者から教科

用図書の採択に直接の利害関係を有する者等に該当しない旨の誓約書を徴

する。 

３ 専門調査委員会ごとに委員長を置き、委員長は、委員の互選とする。 

４ 専門調査委員会委員は、会長の命により教科用図書に関する専門的事項

を調査研究し、専門調査委員会委員長は、その結果を会長に報告しなけれ

ばならない。 

５ 専門調査委員会委員の任期は、第２項の規定による委嘱の日から前項の

規定による報告の日までとする。 

へ報告を行うものとする。 

（会 長） 

第６条 協議会に会長を置き、会長は委員の互選による。 

２ 会長は、協議会の事務を統括し、協議会を代表する。 

（職務代行） 

第７条 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指

定した委員が会長の職務を代行する。 

（専門調査委員会の設置及び職務等） 

第８条 協議会に教科用図書の種目ごとに専門調査委員会を置き、専門調査

委員会委員の定数は、会長が別に定める。 

２ 前項の専門調査委員会委員は、教科用図書の採択に直接の利害関係を有

しない者等の中から関係市町村教育委員会の推薦に基づき、協議会の承認

を経て、会長が委嘱する。 

  また、被推薦者から、｢教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者

等｣に該当しない旨の誓約書を徴する。 

３ 専門調査委員会ごとに委員長を置き、委員長は、委員の互選とする。 

４ 専門調査委員会委員は、会長の命により教科用図書に関する専門的事項

を調査研究し、専門調査委員会委員長は、その結果を会長に報告しなけれ

ばならない。 

５ 専門調査委員会委員の任期は、第２項の規定による委嘱の日から前項の



 

改正後 現 行 

（事務局及び職員） 

第８条 協議会の事務局は、会長の指定する市町村教育委員会事務局内に置

く。 

２ 事務局に事務局長その他必要な職員を置くことができる。 

３ 前項に規定する職員は、会長が指名する。 

（会議の招集） 

第９条 協議会の会議は、会長がこれを招集する。ただし、会長が選任され

るまでの間に行われる会議にあたっては、事務局がこれを招集する。 

（会議の運営等） 

第１０条 協議会の会議は、委員の過半数かつ会長及び会長が所属する教育

委員会を除く関係市町村教育委員会に所属する委員それぞれ１名以上が出

席しなければ、開くことができない。 

２ 会長は、協議会の会議の議長となる。 

３ 協議会の会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、協議会の会

議で定める。 

（教科用図書の選定の方法） 

第１１条 教科用図書の選定は、第７条第４項に規定する報告及び千葉県教

育委員会が作成した選定資料を参酌し、協議会の会議において協議し、出

席委員全員の一致によって決する。 

２ 前項の協議が調わない種目があるときは、委員は、当該種目についてそ

規定による報告の日までとする。 

（事務局及び職員） 

第９条 協議会の事務局は、会長の指定する市町村教育委員会事務局内に置

く。 

２ 事務局に事務局長その他必要な職員を置くことができる。 

３ 前項に規定する職員は、会長が委嘱する。 

（会議の招集） 

第１０条 協議会の会議は、会長がこれを招集する。 

（会議の運営等） 

第１１条 協議会の会議は、委員の過半数かつ会長及び会長が所属する教育

委員会を除く関係市町村教育委員会に所属する委員それぞれ１名以上が出

席しなければ、開くことができない。 

２ 会長は、協議会の会議の議長となる。 

３ 協議会の会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、協議会の会

議で定める。 

（教科用図書の選定の方法） 

第１２条 教科用図書の選定は、第８条第４項の報告及び千葉県教育委員会

が作成した選定資料を参酌し、協議会の会議において協議し、出席委員全

員の一致によって決する。 

２ 前項の協議が調わない種目があるときは、委員は、当該種目についてそ



 

改正後 現 行 

れぞれ選定すべきと考える教科用図書に投票を行い、過半数の投票を得た

教科用図書を選定する。 

３ 前項の場合において、過半数の投票を得た教科用図書がないときは、最

多数の投票を得た２種類の教科用図書について投票を行い、多数を得た教

科用図書を選定する。 

４ 前項の場合において、投票を行うべき２種類の教科用図書及び選定する

教科用図書を定めるに当たり得票数が同じときは、協議の経過を勘案し、

議長がこれを決する。 

（経 費） 

第１２条 協議会の事務の執行に要する費用は、関係市町村教育委員会が負

担する。 

附 則 

この規約は、令和６年４月１日から施行する。 

 

「教科用図書長生採択地区協議会規約」の実施細目 

 

第１条 教科用図書長生採択地区協議会規約第３条第２項の規定により定め

る委員の被選出者及び選出する教育委員会は、次のとおりとする。 

（１）校長、教員及び保護者 

被 選 出 者 選出する教育委員会 

長生郡市校長会会長の職にある者 被選出者の在籍する小中学校の所

れぞれ選定すべきと考える教科用図書に投票を行い、過半数の投票を得た

教科用図書を選定する。 

３ 前項の場合において、過半数の投票を得た教科用図書がないときは、最

多数の投票を得た２種類の教科用図書について投票を行い、多数を得た教

科用図書を選定する。 

４ 前項の場合において、投票を行うべき２種類の教科用図書及び選定する

教科用図書を定めるに当たり得票数が同じときは、協議の経過を勘案し、

会長がこれを決する。 

（経 費） 

第１３条 協議会の事務の執行に要する費用は、関係市町村教育委員会が負

担する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、令和５年４月１日から施行する。 

 

「教科用図書長生採択地区協議会規約」の実施細目 

 

第１条 教科用図書長生採択地区協議会規約第４条第２項の規定により定め

る委員及び委員の選出区分は、次のとおりとする。 

（１）校長・教員 

被 選 出 者 選出する教育委員会 



 

改正後 現 行 

長生教育研究会会長の職にある者 
在する市町村教育委員会 

長生教育研究会副会長の職にある教

頭 

長生教育研究会事務局長の職にある

者 

長生郡茂原市ＰＴＡ連合会の代表者 
被選出者の居住する市町村教育委

員会 

 

附 則 

 この実施細目は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

長生郡市校長会会長の職にある者 

被選出者の在籍する小中学校の所在

する市町村教育委員会 

長生教育研究会会長の職にある者 

長生教育研究会副会長の職にある教

頭 

長生教育研究会事務局長の職にある

者 

（２）保護者及び有識者 

被 選 出 者 選出する教育委員会 

長生郡茂原市ＰＴＡ連合会の代表者 
被選出者の居住する市町村教育委

員会 

有識者 
有識者の居住する市町村教育委員

会 

 

附 則 

（施行期日） 

  １ この実施細目は、令和５年４月１日から施行する。 

  

 



（用語の定義）

「共催」： 行事の企画又は運営に参加し、共同主催者としての責任の一部を負担することをいう。

「後援」： 行事の趣旨に賛同し、その開催を援助することをいう。

「協賛」： 行事の趣旨に賛同することをいう。

※「行事の共催、後援及び協賛に関する規程」（平成12年教育委員会訓令第３号）より

「後援」

月 日 月 日

3 30 学校教育課 まなぼう祭 大多喜ガス㈱

4 13 ～ 4 28 生涯学習課 長生フイルム会　2024
長生フイルム会
会長　 笈川洋

4 27 生涯学習課 第4回　藻の原踊りの会
茂原市舞踊協会
会長　山田由美

10 12 生涯学習課 第30回茂原ピアノフェスティバル
茂原市ピアノ協会
会長　廣田洋子

学校教育課 国際交流＆イングリッシュキャンプ
宮城復興支援セン
ター

　　1/20～1/21、
　　1/27～1/28、
　　4/3～4/4、
　　6/8～6/9

報告事項４

　　　行事の共催、後援及び協賛について

　令和６年１月に教育委員会の共催、後援又は協賛を決定した行事について、次のとおり報告します。

主催者担当課 行事名
開催期間



報告事項５ 

 

 〇日程について 

 令和６年 

茂原市教育委員会会議３月臨時会 

日時：３月８日（金）１３：１５～ 

場所：市役所９階９０１・９０２会議室 

 

 

令和６年 

茂原市教育委員会会議３月定例会 

日時：３月１９日（火）１５：００～ 

場所：市役所９階９０１・９０２会議室 

※１３：１５～ 第２回総合教育会議 

（９０１・９０２会議室） 

 

令和６年 

茂原市教育委員会会議４月定例会 

日時：４月２４日（水）１５：００～ 

場所：市役所９階９０１・９０２会議室 

 


